
 

（様式１－３） 

宮古市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 31年 3月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 108 事業名 浸水対策事業 事業番号 D-21-1 

交付団体 宮古市 事業実施主体（直接/間接） 宮古市（直接） 

総交付対象事業費 4,185,465（千円） 全体事業費 4,342,465（千円） 

事業概要 

・宮古市東日本大震災復興計画（基本計画）では、「すまいと暮らしの再建」「産業・経済復

興」「安全な地域づくり」の３つを復興の柱として掲げており、本地区を含む宮古地域の復

興まちづくりの方向性として、「防潮堤の整備や必要に応じた嵩上げ促進、背後地の高台活

用など、安全安心な住宅地の整備」「漁港など産業関連基盤の計画的、段階的な事業展開」

「避難タワーや避難ビルの設置、誰もが容易に避難することができる避難路、避難場所の見

直し」「地域特性を活かしたコンパクトで快適なまちづくり」などが挙げられており、水産

業の基地として、また貴重な観光資源を活かした観光レクリエーションゾーンとして、みな

とまちの賑わいを創出する拠点として位置付けている。 

・当事業では、震災による地盤沈下の影響で浸水被害が発生している地区において、雨水排

水処理を行うため排水ポンプ場を整備し内水面対策を行うものである。 

 

（事業間流用による経費の変更） 

流用番号：26 ※詳細は別添資料「流用総括表」を参照。 

                                       （単位：千円） 

項目 
前回まで 

事業費 

今回申請 合計 

事業費 事業費 国費 

総交付対象事業費 4,185,465 0 0 4,185,465 

流用事業費 0 157,000 117,750 +157,000 

流用後総交付対象事業費 4,185,465 157,000 117,750 4,342,465 

全体事業費 4,185,465 157,000 - 4,342,465 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 25度＞      ＜平成 26度＞  ＜平成 27度＞  ＜平成 28～29度＞  ＜平成 29～32度＞ 

○都市計画      ○都市計画     ○用地取得   ○実施設計    ○ポンプ場施設工事  

         ○事業計画策定   ○調査設計    

 

東日本大震災の被害との関係 

・3月11日の東日本大震災で発生した巨大津波が宮古地区一面に押し寄せ宮古市役所庁

舎、漁港施設、住宅等が壊滅的な被害を受けた。浸水面積は39.1haにわたり、浸水高は

T.P.5.4～9.0ｍ、最大浸水深が8.2ｍに達した。建物被害は約800棟に及び、流失等の全

壊被害が約88％を占めている。また、この震災により沿岸地区の地盤が沈下したため降

雨時には、頻繁に浸水するようになっている。 
※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 



 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

宮古市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 31年 3月時点(第 23回) 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 123 事業名 災害公営住宅家賃低廉化事業 事業番号 D-5-2 

交付団体 宮古市 事業実施主体（直接/間接） 宮古市（直接） 

総交付対象事業費 1,754,925（千円） 全体事業費 3,418,952（千円） 

事業概要 

東日本大震災による被災者向けに整備された災害公営住宅について、入居者の居住の安定確保を図るた

め、当該災害公営住宅の家賃を低廉化する。 

市で管理する災害公営住宅のうち、平成 30年度以降の入居予定戸数＝563戸 

 

今回申請（第 23回）においては、平成 31年度に必要となる事業費を追加申請。 

また、管理開始から５年超を経過し基本国費率が変更となる住宅分について、No.137「D-5-3 災害公営

住宅家賃低廉化事業(補助率変更分)」に区分すること及び過年度申請分の事業費を執行額に更新すること

に伴い、全体事業費を減額。 

                                       （単位：千円） 

項目 
前回まで 

事業費 

今回申請 合計 

事業費 事業費 国費 

総交付対象事業費 1,754,925 0 0 1,754,925 

流用事業費 +737,063 614,344 537,551 +1,351,407 

流用後総交付対象事業費 2,491,988 614,344 537,551 3,106,332 

全体事業費 3,978,308 △ 559,356 - 3,418,952 

 

（事業間流用による経費の変更） 

流用番号：13、27 ※詳細は別添資料「流用総括表」を参照。 

 

当面の事業概要 

 収入基準月額が 15万 8千円以下の入居世帯を対象に、家賃を低廉化する。 

 

＜平成 26～29年度＞ 1,689,092千円（実績）［33,695千円＋319,396千円＋652,577千円＋683,424千円］ 

＜平成 30年度＞ 743,160千円（見込） 

＜平成 31年度＞ 674,080千円（見込） 

＜平成 32年度＞ 312,620千円（見込） 

※今回申請額  

平成 26年度～31年度の所要額 3,106,332千円－既配分額 2,491,988千円 

                         ＝614,344千円（平成 31年度 614,344千円） 

 

東日本大震災の被害との関係 

 被災により住まいを失った方のための災害公営住宅において、被災入居者の居住の安定を図るため、家

賃の軽減を行うもの。 

 

 

第 14回配分時点：3,788,185千円 



 

関連する災害復旧事業の概要 

 なし 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

宮古市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 31年 3月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 137 事業名 災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更分） 事業番号 D-5-3 

交付団体 宮古市 事業実施主体（直接/間接） 宮古市（直接） 

総交付対象事業費 0（千円） 全体事業費 499,620（千円） 

事業概要 

東日本大震災による被災者向けに整備された災害公営住宅について、入居者の居住の安定確保を図るた

め、当該災害公営住宅の家賃を低廉化する。 

 管理開始から５年を経過し基本国費率が変更となる住宅分を、No.123「D-5-2 災害公営住宅家賃低廉化

事業」と区分して実施するもの。 

市で管理する災害公営住宅のうち、平成 30年度以降の入居予定戸数＝66戸 

 

                                       （単位：千円） 

項目 
前回まで 

事業費 

今回申請 合計 

事業費 事業費 国費 

総交付対象事業費 0 0 0 0 

流用事業費 0 +69,080 +57,566 +69,080 

流用後総交付対象事業費 0 69,080 57,566 69,080 

全体事業費 0 499,620 - 499,620 

 

（事業間流用による経費の変更） 

流用番号：29 ※詳細は別添資料「流用総括表」を参照。 

 

当面の事業概要 

 収入基準月額が 15万 8千円以下の入居世帯を対象に、家賃を低廉化する。 

 

＜平成 31年度＞ 69,080千円（見込） 

＜平成 32年度＞ 430,540千円（見込） 

※今回申請額  

31年度の所要額 69,080千円－既配分額 0千円 

                         ＝69,080千円（平成 31年度 69,080千円） 

 

東日本大震災の被害との関係 

 被災により住まいを失った方のための災害公営住宅において、被災入居者の居住の安定を図るため、家

賃の軽減を行うもの。 

 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 なし 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

第 14回配分時点：3,788,185千円 



 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

宮古市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 31年 3月時点（第 23回） 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 124 事業名 東日本大震災特別家賃低減事業 事業番号 D-6-2 

交付団体 宮古市 事業実施主体（直接/間接） 宮古市（直接） 

総交付対象事業費 123,045（千円） 全体事業費 368,464（千円） 

事業概要 

 被災者（低所得者）が、円滑に恒久住宅に移行し、速やかに生活再建ができるよう、災害公営住宅の家

賃を、一定期間、入居者が無理なく負担しうる水準まで軽減する。 

市で管理する災害公営住宅のうち、平成 30年度以降の入居予定戸数＝563戸 

  

今回申請（第 23回）においては、平成 31年度に必要となる事業費を追加申請。 

また、過年度申請分事業費の計画額を実績額に更新することに伴い、全体事業費を減額。 

                                       （単位：千円） 

項目 
前回まで 

事業費 

今回申請 合計 

事業費 事業費 国費 

総交付対象事業費 123,045 0 0 123,045 

流用事業費 +148,682 38,962 29,221 +187,644 

流用後総交付対象事業費 271,727 38,962 29,221 310,689 

全体事業費 419,918 △ 51,454 - 368,464 

 

（事業間流用による経費の変更） 

流用番号：14、19、28 ※詳細は別添資料「流用総括表」を参照。 

 

当面の事業概要 

 収入基準月額が 8 万以下の入居世帯を対象に、災害公営住宅の家賃を、一定期間、入居者が無理なく負

担しうる水準まで軽減する。 

 

＜平成 26～29年度＞  177,139千円（実績）［3,706千円＋35,874千円＋70,003千円＋67,556千円］ 

＜平成 30年度＞ 67,560千円（見込） 

＜平成 31年度＞ 65,990千円（見込） 

＜平成 32年度＞ 57,775千円（見込） 

※今回申請額 

平成 26年度～31年度の所要額 310,689千円－既配分額 271,727千円 

                          ＝38,962千円（平成 31年度 38,962千円） 

 

東日本大震災の被害との関係 

 被災により住まいを失った方のための災害公営住宅において、被災入居者（低所得者）の居住の安定と

ともに速やかな生活の再建を図るため、家賃の軽減を行うもの。 

 

 

関連する災害復旧事業の概要 

第 14回配分時点：3,788,185千円 



 

 なし 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 


